
【導入】 
「最近はいわゆる”ニセモノ”も巧妙になって来ている」 
「意図せず模倣品を購入してしまう消費者がいるため、悩ましい」 
これは、ミヤケデザイン事務所、エルメスジャポン、ソニーによる講演での話です。 
これらの企業に共通することは、ニセモノ、つまり模倣品の被害を受けているということで

す。 
高級ブランドから身近な電化製品に至るまで、様々な分野で作られている模倣品。 
それによる被害は見過ごすことができないものでした。 
 
本弁論では、模倣品による被害とその解決を訴えます。 
 
【現状】 
模倣品とは、主に正規品に似せて作られた製品のことを指します。 
例えば、スマホ、冷蔵庫などの電化製品、時計、バッグなどのブランド品、自動車部品など

の工業製品。 
模倣品は多岐にわたって存在しています。 
そんな、模倣品による被害は非常に甚大です。 
経済協力開発機構の調査によると、税関での取り締まり件数から判明した模倣品による日本

企業の被害額は、年間約4兆円。 
 
しかし、この4兆円という数字は、あくまで税関で判明した模倣品による被害額です。 
経済産業省の調査によると、実際の模倣品被害額は14兆円にも上る、という推定もありま
す。 
また、特許庁によるアンケートでは、日本企業の約12000社が模倣品被害を受けていると判
明しています。 
このように、多くの日本企業が、模倣品によって被害を受けているのです。 
では、横行する模倣品に対し、現状、どのような対策がとられているのでしょうか。 
現在は、模倣品の性質に合わせて、大きく2つの対策がとられています。 
まず、海外で流通している模倣品に対して。 
海外で製造され、海外市場に出回る模倣品に対しては、模倣品の摘発という形で対策がとら

れています。 
日本企業が外国政府に要請し、模倣品を摘発してもらうことで、販売を停止させることがで

きます。 
日本政府は、企業に対して、この摘発にかかる費用の3分の2を、400万円を上限に助成し、
解決を目指しています。 
このように、海外で流通している模倣品に対しては、政府による助成という形で対策が打た

れています。 
日本の法律が適用されない海外において、摘発は取り得る最善の策だといえます。 
 
次に、海外から日本に輸入される模倣品に対してです。 
海外から日本に入ってくる模倣品に関しては、税関での差押えが実施されています。 
税関は、輸入される貨物を検査し、問題がある物品を取り締まる役割を持つ機関です。 
ここでは、模倣品を発見次第、差し押さえることで、国内に流入することを防いでいます。 
しかし、差し押さえにおいては、機械による検査のみならず、職員が、模倣品であるか否か

を、一つ一つ手作業で確認しなくてはなりません。 
その上、税関にやってくる物品は、非常に膨大な数です。 



その中から、精巧に作られたニセモノを見抜き、差し押さえることは、手慣れた職員であっ

ても非常に難しいのです。 
そのため、現状でも、海外から模倣品が流入しつづけています。 
以上をまとめると、海外から国内に入ってくる模倣品は税関をすり抜けて、日本の市場に出

回るため、結局、日本企業が模倣品による被害を受けてしまっているのです。 
 
【問題点】 
アイデアを出し、試作を重ね、量産し、自信をもって製品を提供する。 
そのためには、多大な労力と資金、時間が必要となります。 
多くの時間と手間をかけ、消費者の信頼を積み重ねていくことで、 
企業は利益を生み出すことができるようになるのです。 
にもかかわらず、模倣品によって、自社の信頼、そして開発者の努力を踏みにじられ、利益

だけを持ち逃げされる悔しさ。 
模倣品を、どうすることもできない現状。 
正直者が馬鹿を見る！ 
このようなことがあってはなりません！ 
 
【理念】 
私の理想は、日本に流入してくる模倣品を防げるようになることです。 
現在、日本に入ってくる模倣品に対しては、政府も企業も有効な対策が打てていません。 
だからこそ、税関での差押えを確実にし、模倣品が日本に入ってくるのを防ぐ必要がありま

す。 
企業を蝕み、損害を与える模倣品。 
その流通に歯止めをかけ、広がらないための対策を打つ。 
そうすることで、企業の利益と信頼を守ることができるのです。 
 
【方向性】 
では、そのために、どのような対策を打てばよいのでしょうか。 
現在、税関は、膨大な物品から模倣品を判別することが難しいため、模倣品の流入を防げて

いません。 
そこで、税関職員が模倣品と本物の判別をしやすくなるよう、目印をつけることが必要で

す。 
そうすることで、税関で模倣品を見つけやすくなり、模倣品の流入を防ぐことができるので

す。 
 
【プラン】 
そうした目印をつけるために、私は１点のプランを提案します。 
それは、「政府が、模倣品対策ラベルを作成する」、というものです。 
模倣品対策ラベルとは、その製品が本物であるということを判別でき、かつ偽造が難しい特

殊技術を使ったラベルのことです。 
この特殊技術の例としては、お札に使われているホログラムが挙げられます。 
このラベルを、企業が自社の製品のパッケージや、輸入の際の箱に貼ることで、正規品であ

ることの証明が可能となるのです。 
実際に、電化製品の正規品の外装に、ホログラムを貼り付けたところ、税関での模倣品の摘

発数が増加した、という事例があります。 



また、模倣品被害が多発していた釣り具メーカー、グローブライド株式会社では、対策ラベ

ルを製品に採用したところ、売上が30％回復したというデータもあります。 
 
この、模倣品対策ラベルを政府が作成することには、２つのメリットがあります。 
1つ目は、企業が対策ラベルを導入する際にかかる費用が軽減されることです。 
現在、経済産業省によるアンケートで、85%の企業がこのラベルが有効であると回答してい
ます。 
しかし、ラベルの導入には、技術開発や製造機械にかかる初期費用、製造のための費用など

が掛かります。 
これらの費用負担の重さから、ラベルを導入できていない企業は半数以上に上ります。 
そこで、政府が1つのラベルに統一して作成を行うことにより、初期費用を大幅に削減する
ことができるようになります。 
その結果、企業はラベルの代金を支払うだけで済み、導入のハードルを下げることができる

のです。 
２つ目は、税関での摘発を効率的にできるようになることです。 
ラベルは税関で模倣品を差し止めする際の目印となります。 
しかし、企業ごとに別々の規格のラベルを導入すると、規格が異なり、識別方法が煩雑に

なってしまいます。 
そこで、政府によりラベルの規格を統一することで、税関への識別方法の説明を効率的に行

うことができるようになります。 
こうすることで、模倣品の流入を防ぐことができるようになるのです。 
 
【締め】 
企業が積み重ねてきた努力と信頼にただ乗りをする模倣品。 
そのような、企業を蝕む製品がいまだに流通しています。 
模倣品、つまり、フリーライダーを許さない！ 
模倣品が減ることを願って、本弁論を終わらせていただきます。 
ご清聴ありがとうございました。 
 
 
 


